
意見書案第７号 
 

公共交通事業者へのさらなる支援を求める意見書 
 

新型コロナウイルス感染症のまん延や、政府が感染拡大防止対策として行う

外出・移動の自粛要請などにより、各公共交通事業者においては、利用者の減

少による大幅な収入減が発生している。 

本市の交通事業においても、飲食店やイベント等の制限や、テレワークの促

進などの影響を受けたことに加え、終発時刻の繰り上げを実施したことなどに

より利用者数や乗車料収入が大幅に減少している。 

このような状況を踏まえ、政府は住民生活に不可欠な公営企業の資金繰りを

円滑にするため、資金手当て措置として「特別減収対策企業債」の発行を可能

とした。併せて、当該債権の利子負担の軽減のため、償還利子の２分の１の額

について一般会計からの繰り出しを可能とし、当該繰り出しの８０％を特別交

付税により措置することとしている。 

しかし、現在に至っても新型コロナウイルス感染症の終息の目途が立たない

中、今後も当該債権の多額の返済が負担となることに加え、行動様式の変化に

よって終息後も利用者数の回復が困難となることも懸念されるなど、現状では

事業立て直しの見通しが立てられない状況にある。 

そのため、原則１５年以内と定められている当該債権の償還年限の延長や、

償還利子に対する支援措置の拡充に加え、減収を踏まえたさらなる支援策など

が求められている。 

よって、国会及び政府においては、市民生活の基盤である公共交通機関の維

持・確保のため、下記の措置を講ずるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 公共交通事業者の減収を踏まえ、さらなる支援策を講ずること。 

２ 特別減収対策企業債を引き続き発行可能とするとともに、償還年限の延長

や償還利子についての財政措置を拡充すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

令和４年（２０２２年）３月３０日 
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